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9.1平成 22年版 救急 D救助の現況のポイン ト

救急出動件数、搬送人員ともに増カロ

平成 21年中の救急自動車による救急出動件数は、前年に比べて 2万 5,132件増加 tァ 、

512万 2,226件 でした.

搬送人員についても、前年に比べて 4,355人増加の 468万 2,991人 となりました
=

搬送人員の主な増減を事故種Bllご とにみると、交通事故による搬送人員は 1万 5,043

人減少し、急病による搬送人員は 2万 6,774人増加しています。

救急自動車による救急出動件数及び救急搬送人員|まそれぞれ 512万 2,226件 (対前年

比 2万 5,132件、0.5%増 )、 468万 2.991人 (同 4,355人、0.1%増 )で した。(図 1参照)

人口 1万人あたりの都道府県Zll救急出動件数は、大阪府 54310件、東京都 516.1件、

高知県 444.3件で多くなつています。(本文救念繰捌表 4参照)

救急自動車は約 6.2秒 (前年 6.2秒)に 1回の割合で出動しており、国民の約 力7人´

(前年 27人)に 1人が搬送されたことになります。(図 2参照)

現場到着までの所要HFElは、全国平均で 7.9分 (前年 7.7分)となつています。

都道府県別では、福井県 (6.5分)、 富山県 (6.6分)、 石川県 (6.8づ粉 等でも現場ヨ|

着所要時間平均が短くなつています。(本文救急結刷表 7の 1参襲)また、医療機関

収容までの所要時間は、全国平均で 36.1分 (前年 35,0分)となつています。 (図 2

参照)、      .

都道府県別ではも福岡県 (27.6分 )、 富山県 (27.9分 )、 香川県 (28.3分 )等で,医

療機関収容までの所要時間が短くなつています。(本文救急編別表 8の 1参照)

搬送人員の傷病程度について|よ 、軽症が最も多く、237万 5,931人 (50.7%)と なつて

います。 (本文救急編第 29図参照)

搬送人員の年齢区分については、高齢者が最も多く、230万 7,641人 (49.3%)と なつ

ています。(本文救急編第 20表参照)
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図 1 救急出動件数及び搬送人員の推移
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図 2 現場到着時間及び病院収容時間の推移
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2 救急体制の充実と救急業務の高度化は着実に進展

平成 22年 4月現在、救急隊数は4,910隊 と5,000隊に追り、救急救命士として運用

されている救急隊員は2万 383人 となつています。

また、救急救命士運用隊は全救急隊の93.1%にあたり、日標である「全ての救急隊に

救急救命士が 1人以上配置される体制」に着実に近づくとともに、救急救命士による応

急処置件数も増加してきています。

図 3全救急隊のうち、
―

tt運用救急隊の割合
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・ 救急隊数は 4,910隊 (対前年比 18隊、0.4%増 )、 救急隊員数は 58,938人 (同 72人、

0。 1%減 )、 うち、専任隊員 19,474人 (同 191人、1.0%減 )、 兼任隊員 39,464(同 119

人、0.3%増)人となっています。

また、救急救命士として運用されている救急隊員数は 20=383人 (同 1:015人 、5。 2%

増)と なりました。

・ 救急隊員 (3人以上)のうち少なくとも 1人が救急救命士である隊は、.全日 4910隊

のうち 4,573隊 (93.1%)と なり、その割合は年々高まつてし`ます。 (図 3参照)

。 救急救命士が実施する特定行為処置件数は、97,164件 (対前年比 4,387件、4.7%増 )

となつています。

一-238-―



剛
％
Ч
ｄ

3 バイスタンダーによる応急手当件数の割合は過去最高

消防機関の実施する応急手当普及講習の修了者数は年々増加し、平成 21年中は 150

万人を超え、実際に救急搬送の対象となつた心肺機能停止症例の42.7%において、バイ

スタンダー (救急現場に居合わせた人)により応急手当 (胸骨圧迫 (心臓マッサージ)・

人工呼吸・AED(自動体外式除細動器)による除細動)が実施されています。

応急手当普及講習の修了者数は、156万 6,172人 となり、前年に比べ、やや減少したも

のの国民の約 82人に 1人が受講したこととなります。(前年は約 79人に 1人 )

市民による応急手当が実施された傷病者数は、全国の救急隊が搬送した心肺機能停止

傷病者数の 42.7%(前年は40.7%)に あたる 49,249人 に及んでいます。 (図 4参照)

応急手当講習受講者数と心肺機能停止傷婦者への応急手当実施率の推移
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4 心肺機能停止傷病者の 1カ 月後の生存率及び社会復帰率は年生上星

平成 21年中に救急搬送された心肺機能停止傷病者搬送人員のうち、心原性かつ一般

市民により目撃のあつた症例の 1カ 月後生存率は、11.4%と 過去 5ヵ 年のうち最も高

く、平成 17年中と比べ、約 1.6倍 (4.2ポイント上昇)と なつています。

また、1カ 月後社会復帰率についても、7.1%と 過去 5ヵ 年のうち最も高く、平成 17

年中と比べ、約 2.2倍 (3.3ポイント上昇)と なっています。 (図 5参照)

都道府県別の平成 21年中の心原性かつ一般市民により目撃のあつた症例の 1カ 月

後生存率は、福岡県 (18.8%)、 沖縄県 (18.0%)、 北海道 (15.4%)等 で高く、lヵ 月

後社会復帰率については、福岡県 (11_4%)、 福井県 (11.0%)、 沖縄県 (10.7%)等で

高くなつています。(救急蘇生統計参照)

5 -般 市民による応急手当の重要性             
′

平成21年の一般市民による応急手当が行われた場合の1カ 月後生存率は、13.8%で 、

行われなかつた場合の 9.0%と 比べて、約 1.5倍 (4.8ポ イント)高 くなつています。

また、平成 21年の 1カ 月後社会復帰率についても 9。 1%で、行われなかった場合の

4.9%と 比べて、約 1.9倍 (4.2ポイント)高 くなつています。(図 6参照)

このように、一般市民 (現場に居合わせた方)による迅速な救命手当は、救命や社会

復帰のために非常に重要であると言えます。

なお、平成21年中の救命講習修了者数は、156万 6,172人 と150万人を超えており、

心原性かつ一般市民により目撃のあった心肺機能停止傷病者のうち、一般市民による応

急手当の実施率も、平成 21年において 51.3%と 年々増加しており、救命率の向上に繋

がる大きな要因となつています。 (図 7、 表 1参照)
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図5 心原性かつ一般市民による目撃のあつた症例の 1カ 月後生存率及び社会復帰率
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図6 -般 市民による応急手当の実施の有無別
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図 7 心原性かつ一般市民により目撃のあつた心肺機能停止傷病者のうち、一般市民によ

る応急手当の実施件数 (割合)の年次推移

表 1 -般市民による応急手当の実施の有無別 (平成 17年～平成 21年)
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ロ

年々、AED(自 動体外式除細動器)が公共施設や事業所等さまざまな個所に配備

されてきていることから、一般市民による除細動の件数は、平成21年に1,007件と着

実に増加しています。1カ 月後生存率は前年に比べ、上昇していますが、1カ 月後社会

復帰率は低下しています。(図 8参照)

図8 -般市民により除細動が実施された件数の推移
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7 心肺蘇生は早期実施が有効

目撃のあつた時刻から救急隊員が心肺蘇生を開始した時点までの時間の区分ごとに

一カ月後生存率を比較すると、5分から 10分までが 123%であつたのに対し、10分か

ら 15分までは 7.9%と約 4割低く(-44ポイント)な っています。

さらに(―力月後社会復帰率を比較すると、5分から́10分までがア.0%であつたの

に対し、10分から15分までは3.9%と 約半分(-3.1ポイント)と なつています。

(図 9参照 )

図9 目撃のあつた時刻から救急隊員が心肺蘇生を開始した時点までの時間の区

分ごとの1カ 月後生存率及び社会復帰率 (5カ 年合計)
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第 1位

平成 21年中の救助出動件数は、8万 1,567件 (前年比 13件増 )、 救助活動件

数は、5万 3,114件 (前年比 181件減)と なつています。

平成 21年中の救助出動件数 (救助隊が出動 した件数)は、全体で 8万 1,567

件であり、交通事故によるものが 2万 8,555件 (全体の 35.0%)で 昭和 55年

以降、第 1位の出動原因となつています。

一方、救助活動件数 (救助隊が実際に活動 した件数)は、全体で 5万 3,114

件であり、建物等による事故が 1万 7,212件 (全体の 32.4%)で、平成 20

年以降、第 1位の活動種別となつています。

9消 防防災ヘ リコプターによる救急・ 救助魅 _
平成21年中の消防防災ヘリコプターによる救急出動:部,710件 (前年比434件増)、 救助

出動は1,898件 (前年比227件増)となっています。

救急出動件数は過去最多を記録し、全出勁件数に占める救急出動の割合も52.1%で過去
｀
  最高となりました。                       ,

。 消防防災ヘリコプターは、平成22年 10月 1日現在、全国お都道府県に合詢 1-さ

れています (総務省消防庁ヘリを含む)。

・ 消防防災ヘリコプタニは、救急搬送や救助活動等に日ごろから大きな成果をあげてい

ますが、とりわけ、地震等の大規模な災害が発生した際は、その高速性、機動性を活用

した消防防災活動により、被害軽減に大きな役割を担つております。

・ 最近の例では、平成 21年 12月 に高知県高知市で発生した建設中のマンション火災に

おいて、高知県消防防災ヘリコプター「りょうまJが逃げ遅れた作業員 18名 を救出する

など、人命救助活動に貢献しました。
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10.救急救命士国家試験合格者の推移

試  験
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回
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第
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(H123_26) 1 534 i 304 85.Oγ 104 200

月
■ 257 C C

第 18 回
(H12 9 24) 903 74“ 82 4ツ 0 C

第 19 回
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(H14 3 24) ,49C 1 325 88 97 l

14C C

回
Э

２
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（
Ｖ 582 0

第 23 回
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第 24 回
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ハ
Ｖ 86 3り 106 0 6

第 25 回
(H16321) 1,831 594 87 1 1.346

Л
●

第 26 回
(H16_9 26) 844 690 8189 ハ

Ｖ 0

第 27 回
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*公的養成所とは、法第34条第4号による施設 (消 防関係施設)及び同法第34条第2号による施設 (防衛庁関係施設)の ことをいう。

*平成22年 12月 現在の免許登録者数 39,677名
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11.救急救命士養成所一覧

救急救命士法第 34条 第 1号該当施設 修葉年限 2年以上 (民間施設 )

平成22年 4月 1日 現在

養成所名称 設置主体 課程

(年 )

定員(入学定員 )

(名 )

所在地 電話番号 設置年月日 備考

北海道ハイテクノロジー専門学校

救急救命土学科

=校
法 人

産業技術学園

100北 海道恵庭市恵み野北

12-12-1

0123(36)6990 平成4年4月 1日 50名 X2学 級

吉田学園医療歯科専門学校

救急救命学科

学校法人

吉田学園

,0( 北海道札幌市南 3条西 1丁 目 0120(607)033 平成 19年 4月 1日

国際メディカルテクノロジー専門学校

救急救命士科

学校 法 人

新潟総合学院

401

|

福島県郡山市方ノヽ町 024(956)0163 平成14年 4月 1日

晃陽看護栄養専門学校

救急救命士学科

学校法人

晃陽学園

40茨城県古河市東

11-5-26

0280(31)7333 平成21年 4月 1日

東洋バラメディカル学院

救急救命科

学校法人

東洋育英会
到

栃木県塩谷郡氏家町

大字馬場 410番地

028(681)1301 平成 14年 4月 1日

大田医療技術専門学校

救急救命学科

学校 法 人

大田アカデミー

501見県大 田市東長岡町 0276(25)2414 平成15年 4月 1日

国際医療福祉専門学校

救●_救命学科

姜校法 人

阿弥陀寺教育学園

千葉県千葉市中央区村田町 043(208)1600 平成10年 4月 1日 40名 X2学 級

平成20年度より3年課程廃止

相央生命科学技術専門学校

救急救命学科

書校法 人

湘央学園

神奈川県綾瀬市小園

1424-4

046フ (フ フ)1234 平成5年 4月 8日

東京医薬専門学校

救急救命士科

,校法人

滋慶学園

東京都江戸川区東葛西 616-2 03(3688)6161 平成19年 4月 1日

首都医校

救急救命学科

■校法人

モード学園 3

昼間部   40

夜間部   40

東京都新宿区西新宿 1-7-3 03(3346)3000 平成21年 4月 1日

湘南医療福祉専門学校

救急救命科

,校法人

彩捜学園

神奈川県横浜市戸塚区川上町

84-1

045(820)1329 平成21年 4月 1日

新潟医療技術専門学校

救急救命士科

学校 法 人

新潟科学技術学園

新潟県新潟市上新栄町

5-13-3

025(269)3175 平成10年4月 1日

国際医療福祉専門学校七尾校

救急救命学科

学校 法 人

阿弥陀寺教育学園

35石川県七尾市藤橋町西部1番地
|

043(208)1600 平成 19年 4月

'日

曼野救命医療専門学校

救急救命学科

学校 法 人

成田会

40長野県東御市田中661 0260(64)6611 平成18年 4月 1日

)く ば栄養調理製薬専門学校

救急医療係

声校 法 人

晃陽学園

401茨城県牛久市ひたち野東 平成22年 4月 1日

籠海医療工学専門学校

救●_救命科

津校 法 人

セムイ学園

愛知県西加茂郡三好町

|三 好丘旭313

05613(6)3303 平成9年 4月 1日 10tt X 2学 級

呂古屋医専

救急救命学科

1校法 人

モード学園

昼間部   25

夜間部   25 |[ll名

古屋市中村区名駅 052(582)3000 平成20年4月 lE ,o名 -25名 (平 成22年4月 1日 付 )

Io名 -25名 (平 成22年 4月 1日 付 )

東洋医療専門学校

救急救命士学科

声校 法 人

東洋医療学園

昼間部

夜間部

大阪府大阪市淀川区西宮原

1-5-35

06(6398)2255 平成12年 4月 lE 10名 X2学 級 (昼 間部 )

大阪医専

教急救命学科

F校 法 人

モード学園

昼間部

夜間部

大阪府大阪市北区大淀中

1-103

06(6452)0110 平成12年 4月 lE 平成13年 度より学生受入

神戸医療福祉専門学校 三田校

救急救命士科
=校

法人

神戸滋慶学園

兵庫県三田市福島

501-85

0795(63)1222 平成9年 4月 1日

福岡医健専門学校

救急救命科

1校法人

滋慶文 1ヒ学園

県福岡市博多区石城町 092(262)2119 平成16年 4月 1日

`0名

X2学 級

公務員ビジネス専門学校

救急救命士学科

学校法人

教育ビジネス学園

100 福岡県福岡市博多区博 多駅前

3-29-3

092(441)0035 平成16年 4月 1日 50名 X2学 級

熊本総合医療福祉学院

救急救命学科

医療法人

弘仁会

40熊本県熊本市小山町

19202

096(380)0033 平成4年 4月 1日

日本スポーツ健康福祉専門学校沖縄

救急救命士学科

姜校法人

SOLA沖 縄学園

40沖縄県宜野湾市大山

|ワ
ー9-8

098(898)0701 平成22年4月 1日

定員計

救急救命士法第34条 第2号 該 当施設 修業年限 1年 以上 (防 衛庁関係施設 :養成対象は現職 自衛隊員のみ )

養成所名称 設置 主体 課程

(年 )

定員

(名 )

所在地 電話番号 設置年月日 備考

陸上自篠i隊衛生学校

救急教命士謀程

衛省 25東京都世田谷区池尻

〕1-2-24

03(3411)0151 平成6年 4月 1日

自衛隊横須賀病院

救急救命士養成所

偉i省 20神奈川県横須賀市長瀬

12-7-1

0468(41)7653

内線350

平成7年 4月 1日

自衛隊岐阜病院

救急救命士養成所

衛 省 4岐 阜県各務原市

:那 加官有地無番地

0583(82)1101

内線2754

平成8年 4月 1日

t員 計

―-245-―



救急救命士法第34条第4号該当施設 修業年限6ヶ 月以上 (消 防機関関係施設 :養 成対象は現職消防隊員のみ)

養成所名称 設置主体 課程     定員   :      所在地         電話番号

(月 )    (名 )  |

設置年月日 備 考

札幌市消防局

救急救命士養成所

埼玉県

消防学校救急救命士養成課程

卜し幌市

埼玉県

東京消防庁

(下 半期 )

‐ 6

(下 半期 )

6

(下半期 )

40北 海道札幌市西区八軒 10条西

113丁 目31

30埼 玉県さttま市桜区

1上大久保 519

50東京都渋谷区西原

011(616)22621 平成 5年9月 1日

048(853)99991 平成 11年 9月 1日

03(3466)1511‐  平成3年 9月 1日

平成 18年 度は募集停止

東京消防庁消防学校

救急救命士養成課程

紋急救命東京研修所

横浜市

救急救命士養成所

財団法人

救急振興財団

賣浜市

一̈６̈
―型]II蝙―

0426(75)99451 平成 3年8月 29日

045(253)63711 平成3年 9月 2日

,0名 X6学 級

平成17年 41より名称変更

(1日 横浜市消防学校 )

名古屋市

救急救命士養成所

京都市消防学校

救急救命士養成課程

色古屋市

京都市

(下半期 )

6

(下半期 )

30愛知県名古屋市昭和区

1御器所通2161

35京都府京都市南区西九条

1菅 田町4番地

平成 3年 9月 2日

平成 5年9月 1日

大阪府立消防学校

救急救命士養成課程

大阪府

(下半期 )

30大 阪府大東市平野屋

1-4-1

072G1D1151 +ffi,4+4BtE

大阪市消防学校

救急救命士養成課程

大阪市

(下半期 )

大阪府東大阪市三島

188-1

06(6744)01191 平成 3年 9月 2日

―  ―   
― ― ―   |   

― ― ― ―
_ __ _

兵庫県消防学校

救急救命士養成課程

民庫県

(下 半期 )

50兵 庫県三木市志染町御坂 1-19 ¨ 02°

1軸
・

年■0月H日

広島市消防局

救急救命士養成所

ム島市

(下半期 )

40広 島県広島市西区都町

14310

平成 5年9月 9日

,0名 X4学級枚急救命九州研修所 け団法人

救急振興財団 (下半期 )

200福 岡県北九州市八幡西区大浦

13-8

093(602)99451 平成フ年4月 1日

定員計 895

養成所総定員数 2349 |

【参考】救急救命士法第34条第3号該当施設 (大学:指 定科目履修)

養成所名称 設置主体   1 課程  1  定員   1      所在地

| (年) |  (名 )

電話番号  1           備考

国士館大学体育学部

スポーツ医科学科

学校法人

国士館 ¬1属ξttξ翼i■1) “ズ∞9″∞ 入学課 :03(5481)3211

杏林大学 保健学部

救急救命学科

学校法人

香林学園 Jl[』事二TT)|~m H194よ り保健学部救急救命

学科ヘ

帝京大学

スポーツ医療学科 (救急救命士コース)

学校法人      |
帝京大学      |

0120(508)739

lil軍蠣]言
塚“9 1 |

帝京平成大学 健康メデイカル学部

医療科学科 (救急救命士コース)

学校法人

帝京平成大学    |

100千 葉県市原市潤井戸      10436(74)55111

レ郎9    1  1
千葉科学大学 危機管理学部

医療危機管理学科 (救 急救命学コース)

学校法人

加計学園

学校法人

加計学園

L名 程1篠 魅 柿 潮■Br3鋤
 |∝

HO“
“ |

|     |

10名 程度
1岡

山県倉敷市連島町西之浦   1086(440)1111

12640          1     1

倉敷芸術科学大学 生命科学部

健康科学科

東亜大学 医療工学部

医療工学科

学校法人

東亜大学学園

銑
甲
¨……猜

1噸
鋼

"|

京都橘大学 現代ビジネス学部

現代マネジメント学科 (救急救命コース)

学校法人

京都橘学園

50名 程度 京都府京都市山科区大宅山田町34075(571)1111

470名 程度

―-246-―




